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しか し, ドイツがマイン ドー-ナウ運河の建
設を基軸にするライン マーインード-ナウ大水
路1)建設の計画策定に本格的に着手した第一次




























































2 調査と研究 第9号 (1995.10)
のが,ライン マーイン ドー-ナウ株式会社 (以下,
RMD と略記)である2)｡これは1921年に締





約は,RMD により編纂された 『ライン マーイ
ンード-ナウ 諸ー契約』(Rhein-Main-Donau-
Vertrdge)と題する小冊子の中に収録されてい
る｡ 本稿はその全訳である｡ 原文は訳者が ミュ
ンヘンのRMD本社から直接に入手したもので
ある3)｡























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































16) 事実上1946年12月2日 (協定上は1947年 1月1日)に






























































desrepubllk DeutSChkznd 1945-1949,Bd.5,Tel 1,
Mtinchen1989,S.159.
17) 1938年3月13日の ドイツ ･ライヒとオース トリアとの
合併から間もなくして制定された,｢1938年 5月11日の
ライン マーインード-ナウ 接ー続および ド-ナウ河の改修
に関する法律 (ライン-マイン ドー-ナウ法)｣の第 1条,
第2条は以下の通りである｡
第 1条 し1)マイン川を経てライン河を ド-ナウ河に接
続するためのライヒ水路は,1945年までに完成されるべ
きである｡































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































｢水 ･航 行 管 理 の一 般 服 務 規 定 (Al1-
gemeine DienstvorschriftderWasser･ und
Schiffahrtsverwaltung ADW)6502.-機器
利 用規定 (Geratennutzungsvorschrift GN
V)｣はそれぞれ適用される文言において,費
用が投資名目の負担となる工事に対するのと同
様に確定されるという規定をもって,適用され
なければならない｡
2.WSVの人員の投入
2.1｢水 ･航行管理の一般服務規定6501-自己
費用規定 (Selbstkostenvorschrift SKV)｣
はそれぞれ適用される文言において,投資名目
の負担となる工事に対するのと同様に確定され
るという規定をもって,適用されなければなら
ない｡
2.2 労働時間は
2.21.賃銀労働者に対して
新建設のために事実,時間証明にしたがって
支出された時間にもとづき
2.22.公務員と職員に対して
事実,新建設 (就業報告,労働証明等)のた
めに支出された労働時間の,全労働可能時間に
ライン マーイン ドー-ナウ諸契約
対する比率に応じて,月毎に確定されるものと
する｡ 仝労働可能時間には休暇,休日,病欠日
も算入される｡
3.WSVの自動車の投入
新建設のための投入費用に ｢水 ･航行管理の
一般服務規程6504-業務用自動車の運転および
維持｣がそれぞれ適用される文言において,費
用が投資名目の負担となる工事に対するのと同
様に確定されるという規定をもって,適用され
なければならない｡
4.建物および業務室
4.1.未だ移管されていない交通区間における
建物と業務室
解決契約の第2条 (1)3.にしたがい,航路
の維持および経営に,建設資金の負債 (解決契
約第2条)として建設された建物の管理も含ま
れる｡これらの建物の賃貸料やその他の収入は
建設資金に繰り入れられる｡
WSVの業務建物の室が新建設のために十分
25
でないかぎり,追加的室の取得と管理との費用
は建設資金の負担となる｡
4.2.WSVおよび新建設のための業務室の利
用
その維持と経営が建設資金の負担となる業務
室が,WSVの目的のために利用されるかぎり,
もしくはWSVの業務室が新建設の目的に供さ
れるかぎり,維持と経営のためのいかなる費用
も算定されてはならない｡しかし,WSVもし
くは新建設の専一的目的のための,不時の追加
的設備の費用は補償されなければならない｡
5.最終規定
1.から4.までは1973年1月1日より適用され
る｡1973年1月1日より前の時期に対しては,
RMDによって補償された費用のままに最終的
にとどまる｡ 1.から4.までは,1.から3.までに
挙げられた一般服務規程の大幅な変更により必
要となるかぎり,建設契約の15.に適合しなけ
ればならない｡
